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0 細坪護挙 ，伊藤裕子。 桑原 輝隆 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ) 

第 3 期科学技術基本計画策定に 資するために 科学技術 
政策研究所が 実施した調査によって、 諸外国と比べて「忘 
れられた』日本の 数学研究の状況がおぼろげながら 分かっ 
てきた。 

例えば、 基本計画レビュ 一における論文分析では、 日本 

ま 世界の申でのポジションが 他の分野と比べると 低 

結果が示され、 欧米専門家から。 日本の数学ほい 
くつかの領域でトップクラスであ るが、 リードする専門家の 数 
が限られており。 近年活動のレベルが 低下傾向にあ るよう 
に見えると評価された (N@STEPReportNo,9 の。 

また、 傭甘 こ おけるシナリオ 分析では、 日本の数 
学は新 い、 展開が 4@ 要であ るとともに、 中核的な 
機関が不足していると 指摘された (N@STEPRepo 芭 No 。 96)0 

5 月のワークショップでは、 日本の数学研 

い状況が報告されるとともに、 他 分野研究 

者、 企業から日本における 数学の今後の 発展に 封 ずる 熱 : 
い 期待が寄せられた ( 科学技術動向 麗 05 年 6 月号 ) 。 
これらを踏まえて、 各国の統計資料などのデータ 収集。 分 

析とともに、 日本の各分野の 研究者に対してアンケート 調 

査を実施し。 それらの結果を「忘れられた 科学一数学」 
鰍 olicy Study No.12) にとりまとめ、 2006 年 5 月のシンポジ 

ウムで発表した ( 科学技術動向 2006 年 7 月号 ) 。 
本稿では。 新たな追加 ヂ一タも 用いて本報告書について 

解説するとともに、 その後の追加調査分析の 結果も述べ 
る。 

翻 % 分 椀等 

( び 数学研究にほ 他 分野に見られるような 大規模な実験施 
設や多額の設備投資 は 不要だが、 数学研究者が 定常的 

に研究情報を 得て研究活動を 行うための経費 ( 雑誌 購 
費 、 人件費など ) が必要であ る。 米国、 フランス。 

の数学研究の 主要国と比較して 日本の数学研 
る 状況 は 極めて厳し し 

の日本の数学研究 
究 レベルの現状維持又はレベル 低下を緩和する 程度に 
しか寄与していない 可能性があ る ( 図表 封 。 

籠 ) 日本の大学における 数学博士取得者数 ( 年間約 1 ㏄ 
人 ) は米国 ( 約 9 ㈱ 人 ) 、 フランス ( 約 350 人 ) 、 ドイソ ( 約 
490 人 ) と比較して少ない。 また、 数学関連の学協会員数 
などから推測された 数学研究者数についても、 日本 ( 大 
学等で 3 。 000 ～ 4,000 人 ) ほ 、 米国れ～数万人 ) 、 フランス 
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( データ元は斑 表 Ⅰ と同び 

  
  ダ ヰタ ダダダダダダダダダダダダダダダダダ 尻皮                                                           ょダ、 ダ、 ㌢ ダオオ ．ダダダダダ 

( 右図は左囲の 拡大。 3 年移動平均で 記述。 丁 hom ㏄ n ㌔ @en 楠 。 社 " ㏄ ね nceC 血ぉ on 

@ 目。 x(i982-2003 ァ に 基づき科学技 衛 政策研究所が 婁計 ) 

( 約 6,000 人 ) 。 ドイツ ( 大学で約 4 泊㏄ 人 ) と比較して多い 
わけではない。 数学研究所の 数でも日本 は 主要国と比 

  較して少ない ( 図表 棚 。 海外のトップクラスの 数学研究者 

からは、 日本のトップクラスの 数学研究者を 継ぐ人材が不 

足していると 警鐘が鳴らされている (NISTEP Repo れ 

No.9 ①。 全学教育 ( 教養教育 ) や入試への対応、 事務量 
の増加などにより 日本の大学における 数学研究者の オ 
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と 思われる国別数学 鰯究 所数とその設立蒔期 
( 穏 学校 衛 政策研究所が 作成。 大字 は S0 年以降の設立年。 - は 設立年不明を 示す @ 

ブリゲーションが 増 赦したことで、 研究時間ほ大幅に 減り。 
日本の数学研究環境は 悪化を続け - ひめと推測される。 

(3) ライフサイェンス、 情報工学。 ナノテクノロジ 一等の多く 
の分野の研究者 は 、 今後の研究発展に 対する数学の 必 
要性を感じている ( 図表 5L 。 欧米でほそのための 数学研 

究者との協力体制が 整っているのに 対して、 日本でほ遅 
れていると彼らは 考えている。 米国、 フランスなどでほ 産 

業界でも数学研究者が 活躍している - 方、 日本ではそ 
のようなケース は 少ないと 推 いれる。 この背景同ま。 日 

本の企業が企業研究に 対する数学の 意義や可能性をま 
だ十分に理解していないとともに。 数学博士などを 送り出 
す側の学術界もその 意義や可能性を 七分に企業に 伝え 
てこなかったためと 考えられる。 これは日本の 産業研究 

の発展を損ねている 可能性があ る。 
以上を総合すると、 日本の数学研究のポテンシャルは 著 

しく低下したわげではないと 図表 引 ものの、 予断を許さない 

状況にあ り、 広範な科学技術分野からの 期待に応えられて 
いない。 

( め 数学は諸科学の 基盤となる科学であ る。 そのため、 
数学の進歩を 他分野に還元することは 純分野の更なる 
発展の可能性を 産み出し、 数学 - 也分野融合研究から 得 
られる社会的利益は 巨大であ ると推測される。 既に米国 
やドイツ は 数学 - 也分野融合研究に 関する国家プロジェ 

Q あ なたの研究と 数学との 関 わりの 理接はゥ 

フロンティア   
  

る 3s     

の 

国別推移 
ぃ C 湖 Pmceedrngs 及び 国瞭 数学者会議の W 汗から 卸学技衛 政策研究所が 集計。 
的年以前のロシアの 癩は旧ソ連の 価であ る。 括弧 は 当該年の会議の ホス ㌃ 国 。 国 
順ほ 86-06 年の基調・招待講演者数平均による ( ホスト国の埋合を 除く め 

クト を実施してお 目 米国 : マルチスケール 教学に関する 
国家プロジェクト① OE 。 05 年度から。 約 24 億円 ) 、 ドイ 

ツ : 産業及びサービスのイノベーションのための 数学プロ 

グラム ( 連邦教育研究 省 、 93 年からの数学国家プロバラ 

ムの第 4 期に相当。 約 13 億円 )L 、 日本の他分野研究者 
も数学との共同研究に 対して強い期待を 寄せている ( 図 

表 勺 。 円本においても、 数学 - 也分野融合研究 

べきであ る " また、 基礎となる数学自体の 強力 

必要であ る。 
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(2) 新興の研究開発分野における 研究でほ 、 「モノや構造 
を支配する原理を 見出ず」ことがブレークスル 一の重要 
な要因となっていることが 特徴とされており、 数学はその 
「支配原理」を 見出すための 普遍的かつ強力なツールで 
もあ る。 即ち、 数学研究の振興は、 イノベーションの 可能 

性を間接的に 増加させるれ づ 意味でも極めて 重要であ 
る 。 これまで日本でほ 十分には行われてこなかったと 思 

われる数学と 産業。 あ るい は 数学と他分野との 共同研究 
実施に向けた 検討や体制整備が 必要であ る " 

( ㈲他国における 数学研究成果をそのまま 利用する、 いわ 
ば「タダ 乗免を 狙 う だけでほ、 研究能力が低下し 独自の 
研究成果を生み 出せなくなるのみでなく、 重要な教学的 
成果を速やかに 利用することもできなくなる。 また、 広範 
な研究開発分野を 振興している 日本にとって。 数学研究 
は他分野の発展にも 必要であ り、 その強力な振興が 必 
要 不可欠であ ると考えられる。 
以上から、 最新の数学研究成果の 動向に対応しつつ 新 

たな成果を生み 出すとともに、 数学によって 他 分野の革新 
的な発展を後押しし。 産業のイノベーションに 貢献するため。 
日本において 数学研究を強く 振興することが 必要不可欠で 

あ る。 

喫 

㏄ ) 施策の提案 

①基礎的な数学研究を 強力に振興するため、 数学研 
究に対する政府研究資金を 拡充する。 

②数学と他分野との 融合研究を推進ずるため、 数学 - 

個分野融合研究の 推進拠点を構築する。 
③数学研究者と 産業界との相互理解を 促進し。 共同研 

究の実施について 具体的に検討する " 

(2) 数学研究振興における 留意点 
①数学研究者が 思考を繰り返し、 その成果を論文にま 

とめるための 研究時間を確保するとともに。 数学研究 
者が互いにインスピレージョンを 受け、 新しいアイデア 

が閃くめな意見交換の 場と時間を確保する。 
②過去の良質な 数学論文は時間を 超えて最新の 研究 

に影響を及ぼし 得ることから。 数学研究においてほ 図 
書や文献の量及び 質が重要任意味を 持っことを認識 

する。 
③基礎的な数学研究から 短期間に具体的効果を 求め 

る性急さを避ける。 

今年 7 戸上旬に米国現地調査を 実施し、 NSF や DOE の 

米国連邦政府関係者、 数学研究所長、 数学研究者などに 
対してインタビュ 一調査を行った。 「忘れられた 科学一教 

学」① olicy Study No,12) の結果も踏まえて、 調査結果とし 

て米国から見た 数学研究に関する 状況をとりまとめる。 

米国連邦政府や 数学研究所でほ、 数学を純粋数学。 応 
月数学を含む 広範な科学として 捉え、 更に。 そ 包 
合 して。 基礎工学的な 科学も含み得る 学 
(mathematical science) れう 視点でも研究を 振興しているよ 
う に思われる。 そのため、 米国でほ、 純粋数学と応用数学 
はどこかで分ぉ l 憤 れなければならない。 れう 考え方 は され 
ていないと思われる。 この ょう な米国の認識の 背景には。 
19 鍵年のオドム 。 レポート 押 。 Ⅱ cCyStudy 池 。 毬 参照 ) におけ 

る数学に対する 認識が背景にあ ると思われる " 即ち、 数学 

は 国家の競争力に 関係しており、 全ての自然科学や 産業 
技術の基盤となるものであ るため、 数学の範囲を 厳密に定 

層 化すること自体が、 数学の可能性を 狭め 
ることに繋がり 力 、 れないと 虹づ 考え方が根底にあ るよ う に 思 、 

われる。 

世界における 数学研究の情勢について、 連邦政府 は 
数学研究の世界的な 研究拠点の多くば 欧米にあ り。 ここ t 

年間ほどで数学の 強さを有する 国の多くにおいて 数多くの 
数学研究所が 設立された ( 図表 妃 ことを認識している " 
20 ㈱ 年 ～ 2004,5 年において。 NSF の予算全体が㈱ ～ 

ロ した一方、 そのうち数学は 

とを示し。 連邦政府も数学に 
謁 した。 

状況に関しては 主に以下の意見があ った。 
  ま 分からないが。 日本については 明らかに数学に 

対する投資が 十分ではなく、 ㈹～ 胴年 ほど前と比較して 
日本の数学研究成活気に 満ちているよ う には見えない。 
日本も数学研究拠点を 持つべきであ る。 

( 幻日本ほ大きな 産業を有しており。 応用数学に対して 
公的研究所や 産業部門からの 需要があ ると思う。 

( 醸 日本は数学に 関する精神性 鯨 eIIta 廉がと文化 
(culttur めを変えなければならない " 数学を 、 人々が知り 

たい、 刺激的であ ると思 う ような魅力的なものにする 必要 

があ る。 

また、 優秀な研究者の として日本人研究者の 氏名が 
挙げられることはあ ったが、 研究機関 招 が挙げられることほ 
ほとんどなかった。 しかし、 今回の調査てほ 数学 - 也分野 融 

合 研究に関する 調査を中心としていたため。 調査対象を純 
粋数学とすれば、 比較的純粋数学が 盛んな日本に 対して 
異なる回答が 得られた可能性はあ る。 

蕊 
特筆すべき事項として、 数学研究の世界でほ、 近年、 特 

に中国の台頭が 著しく、 米国連邦政府は 強い危機感を 抱 
いている。 中国政府による 数学研究予算 は 年率 25 ～ 30%0 
と大幅に増加しているとともに、 中国内に数学研究所が 多く 
設立されていること、 北京などでほ 頻繁に大規模な 数学研 
究集会などが 開催され、 それに伴い数多くの 著名社外国人 
数学研究者が 招 聴 されて、 数学研究の活気に 満ちているこ 
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とが インタビュ一の 話 @,C なった。 もし " 日本に新しい 数学 

研究所が設立されるならば。 「米国から中国に 行くついで 
@ こ 」日本 @ こも行きたい、 と言われることがあ り閉口した。 
確かに。 フィールズ 貫 受賞者や国際教学者会議におけ 

秀な研究者の 規模と レづ 

意味でほ、 中国の数学研究能力はまだ 日本に及ばない 可 
能性があ る ( 図表㈲。 しかし。 数学研究の論文教で は 既に 
田本を遣い抜いていることを 示す ヂ一タ もあ り ( 図表㊧ 、 数 

学 研究者全体の 層の厚み自体でほ 既に日本を凌いでいる 
と考えられる。 

米国連邦政府や 数学研究所は 数学内の領域間 や " 純 
粋数学と応用数学問 (D @nte 掩 c" の拡充に精力的に 取り組 

んでいる。 これほ、 可能な限り純粋数学研究者、 応用数学 

研究者などの 数学の他領域や 他分野への関心を 強めるイ 
ンセンティブを 高め。 それぞれの研究能力を 最大限に発揮 
してもら ぅ " れ め姿勢が背景に 

それとともに。 連邦政府は 、 が 将来ブレ 

一ク スルーを起こすか 予測不可能であ るため。 国家的な政 

策として数学のどの 領域を振興するかを 限定することほ 危 
険であ ると認識している。 

このような状況 00) で 。 近年。 米国を含む世界的傾向とし 

て。 常勤研究者が 主体となる研究拠点とともに、 滞在型数 

学 研究拠点及び 滞在型数学 - 純分野 合 研究拠点の役割 
が非 潮 3 大きくなっている。 

その滞在型研究拠点の 築 。 運営に当たって 重要な ポ 

イント は 次のように整理される。 

い ) 最も重要なことは、 優秀な研究者からの 信用 
(cred@bility) を得ること。 この場合の信用とは、 

究 者が。 他所からより 多い 在 費や給与を提示されても。 
それを断るほど 行きたいと ぅ ような研究拠点であ るとい 
ぅ 意味であ る。 

そのカギは研究の 質であ る " 例えば、 
中心となった 経織 委員会で。 挑戦的で 

知的好奇心を 喚起する研究課題を 設定し。 かっ優秀な 
研究者が招 璃 されるような 場であ れば、 他の研究者も 自 

の新たな展望を 得る見込みがあ る 力 屯しれ 
ないと思い、 その場に自ら 進んで参加する 可能性が大き 

いと推測される。 
は ) 研究者同士が 容易に研究に 関する話をする 

[commu ㎡ c"t 。 ) ことができる 環境が整備されているこ．と " 

具体的にほ、 内部の研究者同士のアクセスビリティが 確 

保されるとともに。 滞在型研究拠点間を 行き 莱 する国際 
的な数学研究者の 流れに加わることができることが 姥 、 要 

であ る。 そのために は 、 国際的に多くの 訪問研究者がそ 

の研究拠点を 行き来する環境を 整備する必要があ る。 数 
学研究でほ研究者の 個人研究の割合が 極めて高く、 国 

際性 は 既に標準であ る。 また。 研究拠点の建物にラウン 
ジや か きな講義室などを 設けて研究者同士のアクセス ビ 

リティを確保することも 重要であ る。 

米国でも数学科の 規模 は 小さく。 数学研究者の 主な 

業務 (clutv) は教育であ り、 多くの数学研究者 @ ことって研 

究費は十分ではない、 としている。 逆に連邦政府としても。 
多くの数学研究者 @ こ 小さな ダ ラントを分け 与えることほ 

非効率的であ る。 そこで。 研究拠点に来る 研究 

を研究拠点が 支払うこと @ こ よって。 研究環境が 
っていな ひ、 め 、 さな大学の研究者でも。 研究拠点に 来 て 最 

新の研究に触軋ることを 可能 れ，て " る 。 

㈹ ) 数学の領域間や 純粋数学と応用数学などの 交流 
品 terfac め 機能を有すること。 特に応用 

産業との強い 相互作用も保持すること。 

広い数学領域の 研究者を含めることが 重要と思われる。 

参 ； QL, ている純粋数学者は 確 男 こいると述べていと 

数学研究の迷界 は 将来の見通しが 立ちにく石油溝、 

れる。 し 力也。 産業にとっても 数学が重要であ ることほ翻 
らかであ る。 例えば、 工学的な工夫 肛 よって産業技術の 
改善が㈹ 随 達成される 力兆 しれないが、 数学の革新によ 

って は 2 つの産業を創生でき 穣悶 しれない。 

ここで注意すべきことは。 実験科学と比べて 数学の発 
展 には時間を要する 場合が多いことであ る。 また。 分野 

間の専門用語の 違いなど「異文化間の 
根気と寛容さが 求められるだろう。 

また、 米国では数学研究者が 産業や諸科学などとの 
共同研究などに 参加する際 " 研究資金から 当該数学研 

究者の不在による 教育の業務を 鱗の人に肩代わり レ にも 

を支払ってい 忍 replaoementbuy-o ま ) 。 

今年明に総合科学技術会議が 策定した㎡ 

創出総合戦略」において、 我が国が構築すべ 
レベル cD 研究拠点の分野例として 数学が挙げ 

このように。 学術における 一つの分野でほなく。 

策の文脈における 特定分野として 数学を振興 

とほ 画期的であ る。 
また、 今年 8 月に公 れた文部科学省の 概算要求資料 

野 として数学と 他分野の連携等を 主軸 
分野融合研究プロバラム ) 。 

このように、 我が国でも に 特化された政策が 打ち出さ 

れ 始めている。 これからぼ。 これらの政策が 日本の数学 
究 。 弓 @ ては科学技術全般の 向上に繋がるようにすること 

が求められる。 
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